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《テーマ》 新しい時代を、地域が「どう生き抜くか」 

 

～～ グローバルな社会・経済を先読みした地域戦略を ～～ 

 

 

１．今が、どういう時代か？ これから先に、何があるのか？  

   ①世界一の借金大国。日本が、どうして、このような事態に陥っているのか… 

   ②地方部衰退のデフレ・スパイラルと首都圏への一極集中をどう読むか？ 

       ～ どういった地域が生き残り、どういった地域が消えていくか… ～ 

 

２．自立への道程
みちのり

を探る： 低迷・衰退からの脱却  

①小布施町：文化・観光⇔景観形成⇔「花のまちづくり」⇔花の産業化… 

   ②和歌山県：森林地域に、大都市からの若者が定住。「林業で生きたい」。 

   ③神戸市 ：大震災の復興。ゼロベースから、国際的な新産業を生み出す 

 

３．これからの自治（地域が主体的に生きること）に期待されること  

①「協働」「連携」は容易くない。『協働 ＝ 理解 × 分担 × 連携』 

②これからの地方議会の役割 （地域政治の活性化／双方向のパイプ役／チェック機能） 

 

 

 

                                ★☆★ Ｆｉｎｅ ★☆★ 
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《テーマ》 新しい時代を、地域が「どう生き抜くか」 

～～ グローバルな社会・経済を先読みした地域戦略を ～～ 

 

１．今が、どういう時代か？ これから先に、何があるのか？ 
                                    2001 年5 月 三重県職員研修資料として作成したものに加筆 

    国 の 政 策   地 方 の 政 策  地域整備／住民意識・生活 
 
戦後～ 
1950年代 

 
・戦後の国土計画（復旧・復興） 
・ナショナル・ミニマム 
 （国民の最低限度生活水準） 
・ 道路特定財源制度（1954年） 

 
・大都市への一極集中の顕在化 
 
 
 

 
・ 住宅や社会資本投資の量的整備が 
進行（米国追随志向） 

 
1960年代 

 
・ 産業・経済の高度成長時代 
 （追いつけ追い越せ主義） 
 

・ １９６２年～７０年 
 「第一次全国総合開発計画」  
 『地方部における拠点開発促進』 
 
 

 
 
 
・ 県主導の地域開発計画策定 
（国の下請け機関：県企画部） 
 
・ １９６９年の都市計画法（新法）改正の
中で、地方自治体の都市計画決定権
限の全面的移譲 
(制度上の整備・開発・保全の方針) 
 
・ 都市問題、地方問題の顕在化 
 格差拡大の深刻化 
 

 
・ 国土計画や都市計画に関して、欧米
への都市政策研究が進む。 

・ 道路・公園・下水道（３大インフラ）の
整備率の向上 

・医療施設、文化施設の整備 
 
・ 東京を中心とした広域高速交通 
 体系の確立、大都市の税収増大 
・核家族化の進行 
 
・ １９６８年、全国的に住宅戸数が世帯
数を上回る 

・ 住宅規模や浴室等の整備が向上 
 
1970年代～ 
 1980年代前半 
 
 
 
 

 
・ 1969年～７７年 
「第二次全国総合開発計画」 
『大規模プロジェクト構想』 （地方） 
 
 
 
・大都市部における税収拡大 
 大都市と地方部における地域格差 
 是正の必要性 
 （補助金行政の正当化 
  財政的中央集権に拍車） 
 
 
・ １９７７年～８７年 
「第三次全国総合開発計画」 

 『定住構想』 
 （地方振興、人間と自然の調和） 
 

 
・ シビル・ミニマム 
 （自治体が達成すべき行政目標） 
  「東京都中期計画（１９６８）」で、産業

経済や地域開発でなく、社会保障、
環境衛生、住宅政策、防災等を重視
した政策がつくられる 

  （美濃部都知事 政権下） 
 
・ 全国市町村において住民発意型・ 
参加型の「まちづくり行政」が定着 

 横浜市：都市デザイン行政 
      住民間の「協定・協議会」 
 三鷹市：コミュニティ自治行政 
 世田谷区：住民参加の条例 
 金山町、小布施町のまちづくり 
 
・ 補助金依存型の自治体の増加 
「金太郎飴」（横並び）型行政、 
前例主義、マニュアル主義、 
“政策・計画なき事業” 

 
・ １９７０年に電気冷蔵庫と洗濯機の普
及率はほぼ１００％に。 

 ７５年には掃除機とカラーテレビがほ
ぼ１００％の普及率 
 
・ ７０年代後半に、週休２日制導入 
余暇時間の増大へ関心が高まる 
（労働・家庭・余暇構造の変質） 
 
・ 受験戦争時代突入（高学歴志向） 
 
 
・ １９８０年代には、乗用車、ガス湯沸
器、応接セット、電子レンジ等は５０～
６０％の普及率 
 
・ 「新人類」（高度成長期生まれ）の登
場 

・ 全国民「中流意識」時代へ 
 

 
1980年代後半 
～1990年代前半 
 

 
・ １９８７年～９８年 
「第四次全国総合開発計画」 
『多極分散国土の形成』 
（一日交流圏、土地利用適正化、 
 民間活用） 
 

・ バブル経済時代 
国債・地方債発行による財源拡大 

・「民活法」、「リゾート法」全盛期 

・ 「まちづくり」や市民参加、生活重 
 視といった“地味”な概念の陳腐化 
 （経済志向、大規模開発志向） 
 
・ 地域の基幹産業（生産拠点）をアジア
へ（技術の空洞化構造促進） 
 
・ 第三セクターによる架空の経営 
 
・ 湯布院町の『景観条例』 

 
・ １９８７年の環境白書に初めて“アメ 
 ニティ”がキーワードとして登場 
 
・ 「３Ｋ」、「サービス産業志向」、 
 「３高志向」、「持ち家・別荘志向」 
 アッシー、メッシー、みつぐ君登場 
 
・ 求人・就職率 １００％を超える 
・国民“総投資家”時代へ 

国主導の 
社会資本の 
  量的充実 
 
国民の経済力
と生活消費 
 水準の向上 
 
“量的豊かさ” 
 実現の時代 

国の施策と 
しての補助金 
 行政の確立 
 
 
 
地方の時代・ 
（地方自立／ 
市民参加 
 
“質的豊かさ” 
 追求の時代 

補助金行政の
地方支配 
 
架空の豊かさ 
心の喪失 
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    国 の 政 策   地 方 の 政 策  地域整備／市民意識・生活 
1990年代後半 
 
 
 
 
 
 

・ 国の経済運営の失敗による財政破綻
（世界一の借金大国へ） 
 
 
・ 政治家や官僚たちの汚職事件が続発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 「地方分権一括法」の制定へ 
《地方自治体との論点》 
本質的な目的は、財政破綻の責任の
分配（自治省） 
「権限移譲」とセットで「財源移譲」が叶
うか？… が地方の最大関心 
 

 ⇒医療・老人保険の危機への対応 
  として、地方分権のモデル・スタ 
  ディである「介護保険制度」実施 
 

・補助金依存による政策・計画立案 
 能力の喪失 
 
・ ３セク等の経営破綻（ランニング・コス
トの曖昧さが表面化） 
 
・政策・計画の無さ 
 ⇒事業スキーム構築能力の欠如 
 
・ 開発による行政や議会の既得権の拡
大 

⇒情報を隠蔽する組織へ 
 
・ 地域や市民よりも、「国」に眼を向けた
地方行政の体質 

  ⇒市民とのコミュニケーションの 
    喪失 
 
・ 地域政策やビジョンの喪失 

⇒補助金志向の「縦割り」行政の 
   確立 
 
 
・ 地方自治体からの行財政改革の萌芽 

 

三重県：事務事業評価と行革 

静岡県：「業務棚卸し」 

北海道：「時のアセスメント」 等 

 

・企業の不良債権が表面化 
・ 産業・経済の低迷による大企業の倒
産。リストラによる構造改革 

 「大失業時代」へ突入 
  
・ 住宅ローン、教育費が家庭経済を 
 圧迫  
・ 投資家たち（一般国民）への被害 
 増大 ⇒自己責任の時代へ 
 
・ 納税額の増大、保険料増大、医療 
 費の値上がり、国民年金給付年の 
 後退、失業保険・年金基金危機、 
 民間年金（保険）給付額の激減 
  ⇒国民の将来不安の増大 
   一人当たり借金が５００万円超 
  
・ グローバル：環境問題の深刻化、 
 人口減少・少子化、ＩＴ革命による 
 変化激化、ボーダレスな経済競争 
  ⇒ゆとり・うるおい生活から乖離 
   した、競争重視のストレス社会 
 
・ 政治や行政に無関心・無責任な 
 市民の増大 
 （何を信じて良いのか分からない） 
  ⇒著しい大衆的な政治不信 
 
・世界に類を見ない建設依存国に 
・ 市民オンブズマン活動の活発化 

２１世紀～ ・ １９９８年～２０１０年 
「第五次全国総合開発計画」 
『多軸型国土構想』 『参加と連携』 
 
・ ２０００年４月、「地方分権一括法」 
 施行 
 
・小泉内閣誕生（700兆円の借金！） 
道路公団民営化、規制改革(特区)､ 
財政三位一体改革、不良債権改革、 
年金改革、雇用保険制度改革、 
医療改革、司法改革、国立大法人化、 
公務員制度改革･…   改革づくし！！ 
 
２００５年 国主導の『全総』の廃止へ 

・ 1998年から、行政改革論・行政評価論
が大ブーム… 
 
・ 「公共事業のあり方」の見直し 
（補助金削減、公共事業費削減） 
 
・ 組織スリム化とともに、「政策立案 
 型」「横断組織型」を行財政改革に 
 謳う自治体が増える 
 
・ 『説明責任』をキーワードとし、情報 
 公開制度にとらわれない積極的な 
 説明・公開のチャレンジが始まる 
 
 
 

・ ２０００年、日本における「IT元年」 
・「企業の痛み」「市民（国民）の痛み」

がキーワードに… 
 
・ 企業間合併による産業界の構造改革
（グローバル競争時代へ） 

・  
・市町村合併の議論が本格化 
 
・ 「まちづくり」を超えた市民参加や行
政・市民の協働意識が高まる 
三鷹市：市民参加の総合計画 
ニセコ町：自治基本条例 
神戸市：行政と NPO をつなぐ NPO 
志木市：行政と市民・ＮＰＯとの分担 

 
 

地方自治の 
今日的論点 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 “失われた１０年”  

 への責任逃れ… 

市民自治へ 
  構造転換 
 
行政と市民の 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、 
相互責任を 
確立する時代 
 
「大増税」の時
代に？! 

「政策立案型」「戦略実行型」の地方自治体への転換を図り、財
源移譲を実現させ、中央集権構造からの脱却が待ったなし。 
本格的な地方分権（＝地域自治）に向けて、どうする？ 国と自
治体の、国民一人当たり1000 万円の借金？！ 
 

現在の生活の安定と将来の不安の解消こそが、一般市民の切実な
願い。行政は、そこをどう「説明」し切れるか？ 
 
市民自身が“痛みを負わねばならない現実”… を、政策と実行手
段、財務状況をもとに、きちんと説明することが行政の義務に。 
 
そのためにも、『三割自治』の仕組みの実態と、歳入・歳出の中味ま
で、きちんと公開・説明することが重要である。 
（政策説明は、財務・財政状況とセットで情報公開することが自治の

基本！） 
 

海外からの指摘： 
日本は、世界でも、これまでに
類のない（政治・行政、社会
の）改革を求められている。 
 
日本国の経済（企業活動）は、 
輸出産業に依存している。 
（もはや内需産業では、生き
残れない） 

 

国と自治体 

自治体と住民 

海外と国 

世界一の 
借金大国？! 
 
税金の無駄遣
いや汚職の表
面化 
 
政治や行政へ
の不信 
 
改革自治体の
出現 
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《低迷する地方部》      《国》 

《一般的な地方部》       《国》             

 

                                                《海外＆国際企業》 

                                                                                                

 

 

 

                                                             

                                                             

                                             《首都圏・大都市》 

                                              経済活動を求めて一極集中 

＆集中が生む国際競争下の価値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

                                               

   

  

  

 

 

                                        

                            

 

 

 

 

                                               《自立する地方部》 

 

 

 

 

②地方部衰退のデフレ・スパイラルと首都圏への一極集中をどう読むか？ 

●1980 年代以降加速した 

各省庁からの補助金行政 

への依存 

 

●地方交付税や過疎税などを

「もらうこと」が当然の意識 

 

（努力して微々たる税収を

上げたら、交付税が減る

から損… との意識） 

税財源移譲が 

   遅れるほど……  

 

■全国一律の画一

的な規格・採択条

件の補助金 

 

■地域格差の是正を 

理由とした調整型

の税配分 

国際的な経済活動での 
サバイバルを賭けた 

真剣勝負！ 

◆全国的に画一的な景観や環境、画一的な産業構造、 

画一的な教育と人づくり、画一的な価値観やモノの考え方、 

画一的な文化・芸術… 

地域の「魅力」や「個性」、「価値」 
（＝そこにしかないもの）の低下 
 

「人」「文化」「技術」に関して、

“そこにしかない価値”や地域

振興のポテンシャルが残ってい

る地方部には、地域のデフレ・

スパイラルから脱却する可能性

がある 

▼雇用・就労の場の消失 

▼就労の場を求めて若者人口の転出 

▼ハコ物による維持管理費の圧迫 

▼高齢社会による社会保障費の増大 

▼地域活力の低下、地域存続の危機 …

地域の分析力、地域への審美眼、 
地域戦略構築力の欠如・喪失 

 

地場産業振興や地域経済など、 
『外貨を稼ぐ』意識の喪失 

 
地場産業者や観光関係者の 

“プロ意識”の欠如 

自己投資 

マインドの

欠如 

よそ者（海外､企業､来訪者、
投資家 等）からみた判断。 

彼らがお金を出す価値とは？ 

「どこにでもあるモノ」に 

外貨は落とさない。もち

ろん、投資はしない。 

地域の『努力度』は、外

部の“目利き”には一目

瞭然で分かる 

人 

チャレンジ精神や

ビジネスマインド、

集中と競争が生む

「鍛え上げられた 

センス」に投資の 

価値あり！ 

情報 技術 

文化 

海外との 

渉り合い 

「価値」への 

外貨集中 

さらなる 

地域のデフレ 

スパイラル 

格差拡大 

「外貨を落とさせる」 

地域戦略を持つ。 

結果的に次世代の

就労、地域活性化に 

つながる 

分かれ道 

「地方行政」（２００４年 12 月 2 日号）に掲載 
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２．自立への道程
みちのり

を探る： 低迷・衰退からの脱却 

①小布施町：文化・観光⇔景観形成⇔「花のまちづくり」⇔花の産業化… 
 

 

 

 

 

 

 

 

◆左２枚は、メイン通りの商店たち。毎日の掃除にも余念がない。 

◆右は、シンボル通りに面した一般民家。四季ごとに演出を変える。 

◆玄関に、このサインが出ていれば、お庭に入ってもＯＫ！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野市からローカル線でのアクセスなの
に、定住人口や観光集客が減らない町。
かつては農業の町が、輝く観光地として
注目を集める。 
 
葛飾北斎美術館と小布施堂（和菓子の老
舗）とを結ぶ通りで、昔ながらの町並み
が残る通りとして景観保全。 
小布施堂の投資（食文化）もあって、民
間主導の地域起こしとして一世風靡。 
 
89年の「ふるさと創生事業」の１億円を
人づくりの原資として活用（住民海外研
修、地域づくり懇談会 等）。 
その成果が、10年後の「花のまちづくり」
に具体的な形となる。 
 
『OBUSE Open Garden Book』 より抜粋。 
民家や店舗、公共施設、企業が参加し、
道すがらに、玄関やテラスや庭の花を楽
しめる。 
玄関に、“Welcome to my garden！”の表札
が掛かっていれば、来訪者は無断でも庭に
入ることができ、盆栽を楽しんだり休憩した
りできる。 
 
冊子作成には、地元企業80社が2000万円
出資。しかし、企業の広告は一切掲載せ
ず、「企業も花のまちづくりに参加・貢献して
いる」ということで、花で飾られたエントランス
や花壇風景を民家と同様に掲載している。 
 
「花いっぱいの地域」「花いっぱいの家庭」
「花壇」「畑のくる・道沿い・路傍」という部門
別コンクールに、町中の市民や農家、店
舗、企業が楽しく参加している。 
 
今では、町民全体が「ごみゼロの監視員」と
なり、ゴミ問題も自分たちで解決。 
行政も、中心市街地からの通過交通や来
訪者の自動車駐車も排除するなど、「豊か
に歩け、滞在できる町」を目指している。 
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②和歌山県；森林地域に、 
大都市からの若者が定住 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③神戸市：ゼロベースから、 

国際的な新産業を生み出す   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  神戸臨床情報研究センターの運営・協力体制 
   ※大学や民間企業の研究成果を、実用化に 

向けて一元化する体制やルールを構築 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
先端医療振興財団「クラスター推進センター」の役割 
   ※プロのプレーヤーたちの“つなぎ役” 

 

～ 雇用対策×環境保全×地域振興 ～ 
 

【緑の雇用事業】 
・01 年、「緑のふるさと暮らしインフォーメーション

事業」。各森林組合がブースで面接。 
・02 年、都市から 133 人（平均年齢 38.6 歳）の移

住。県内からも 342 人が研修生となる。 
・０３年、133 人のうち 103 人が継続。新規に 172

人の受け入れ（平均年齢 36.0 歳）。06 年現在、
300人（家族含めて500人）の新雇用があった。 

 
【企業の森事業】 
・森林所有者、参加企業、県、市町村＆住民、森

林組合のみんなが 「Ｗｉｎ-Ｗｉｎの仕組み」。 

『神戸市医療産業都市構想』 
 
・1998 年、当時の神戸市立中央市民病院・院長を座長とする懇
談会から、99 年には京都大学・大阪大学・神戸大学の医学
部、国立循環器病センター、世界保健機関（ＷＨＯ）、医師
会、商工会議所などの「関西圏の医療＆産業界」の研究会へ
と発展。 

 
・従来の「基礎研究は大学、実用的な製品開発は企業」との分
離したシステムの一体化（研究開発の実用化）の必要性が確
認される。 
阪神淡路震災以降の地域経済の停滞感があったこともあり、
380 企業が研究会に入会。 

 
・市長の米国への、熱意あるトップセールスで、03 年時点では
30 社の企業進出があった。07 年 7 月現在、国内外から 110
社！が進出。 
今では、国際的な『再生科学＆再生医療』分野』のメッカに。
法制度の整備とともに、治験も行われる。 

 
・2000 人以上の雇用が生まれており、医師と博士号取得者は
431 人（常勤雇用者全体の 3 分の 1 に相当）が通う。 

 05 年度の経済効果（決算）は、全体で 409 億円。市税収入は
12～13 億円。 

 
・07 年 3 月、文科省ＰＪの世界最速・スーパー・コンピューターの
誘致が決定。 

 

 

 

情報 
人材 

研究成果 



 ６ 

３．これからの自治（地域が主体的に生きること）に期待されること 
 

①「協働」「連携」は容易くない   ～ 協働＝理解×分担×責任×連携 ～ 
 

 

≪「協働の方程式」≫ 
 

★「協働」や「連携」がブーム。言うのは容易いが、実現には多難な道のり… 

 立場やテーマ別の、多様な「MAX の市民要望」と向き合うことこそ。 

 

★議会と住民、行政と住民、市民同士など、多様な立場や価値観や意見の 

人たちが理解し合う」ことが大変なプロセス… 

上記の『協働方程式』の 60～70％の時間やエネルギーを、「理解」の段階に 

使う。（資料５Ｐの「声を広く聴き、議論する」ワークに相当） 

 

    ★「理解」し合えなければ、「分担」も、「責任の担い合い」もできない。 

     言いっ放しの意見ばかりでは、「絵に描いた餅」の計画倒れになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         ★増税や借金をしてでもやるか？ 

                         ★予算もサービスも、現状維持でいくか？ 

★あるサービス供給を減らし、他へ回すか？ 
★受益者負担を導入するか？                  

★多様なサービス供給の手段を導入するか？ 

④施策・事業の実行度や 
 プロセスの適切性・妥当性 

をチェック・意見する権利 
 

⑤事業主体（ボランティア、 
  NPO）としての参加   

③実行プロセスや対コスト 
 成果を公開する義務 
 

②計画・事業の決定に 
 参画・意見する権利と義務 

①「ビジョン」を公開・説明 
する義務 

 

 市民への意識啓発   
 地域自治への覚醒 

 財政状況への理解 
 参加の権利と義務 

エゴでない理解と参加 

  ボランティア、ＮＰＯ 

  受益者負担 

  発言への責任 

   『組織経営』 

 フラット・横断体制 

 行政資源適正配分 

 効果的なローリング  

  

   『地域経営』 
 ビジョン／目標設定 

 戦略的施策展開 

 事業ｽｷｰﾑの構築 

  行政（自治体）   地域・市民 

「地方行政」・2000 年 4 月 10 日号、『自治体

実行主義』（ぎょうせい）にて発表。 

「広報」（日本広報協会・内閣府所管団体）で

「協働の方程式」が紹介 



②「マクロな政策立案」「双方向のパイプ役」としての地方議会への役割転換 

                           （「地方行政」時事通信社 2005.12.05号にて発表） 
 
     
                    合意       対立 
      論議                           論議 
             理解        納得 
  
 
 
                                             
          
                                    

どうあるべきか                        マクロな視点からもう一度 
 
             議論に臨むぞ！          説明する責任 
      変えるぞ！                                     理解を！ 
                現場の声を大切に 
 
 「100 人 100 色」の多様な考え方や意見（一票の重み）                新たな合意形成へ 
 
         「借金」の返済こそ！          保険料値上げ反対！！ 
                        
             ○○センターの整備を！        地元商業活性化の支援を！ 
   子育て手当ての充実！ 
                                    
 
            駅前の再開発を！ 
 学校の教員の増加を！                          高齢者福祉優先！ 
                     市民活動の助成を増やして！ 
                                        農業に○○助成を！ 
    道路整備を進めて！ 
              緑の多い公園をつくって！                地域医療の充実！ 
                         
          地域防災活動に助成を！           行政のスリム化を！ 
 
                     税金値上げ大反対！！ 
By Shino Fukuda 
 
cf.  従来型の議会と地域(地区)の関係                 溝？ 壁？ 

                                綱引き       一般的な市民？ 
            根回し                              Silent……… 
           力(派閥)の調整 

                                        選挙？             
                                               

ミクロな地域(地区)の

課題を背負った議員 

国（地域）全体から見た重点分野＆投資先とは？ 

国際社会における国（地域）全体の発展方向とは？ 世界一の「借金大国」という財政難をどう乗り切る？ 

議 会 

地域（地区） 

マクロな政策を地域(地区)

に説明する「パイプ役」とし

ての議員 

事業(＝仕事)を！ 
仕事(＝稼ぎ)を！ 

補助金を！ 

議会 

地域(地区)＝組織・団体 陳情 
選挙の後押し 

事業や補助金の

誘導､誘導… 



参考：『地域経営』を始動させる際の“４大ワーク”（福田流） 
 
 
 
 
 
 

１．当該地域の広域的な位置づけを、徹底分析する（広域図面＆統計） 

○ 広域地域内での地形条件、自然・環境条件 等の分析。＋ 最寄りの都市圏や近隣市

町村、広域交通体系からみた「地域の吸引力」（＝集客＆市場）の分析。 
 

○ 広域地域内での文化･観光資源､第一次産業の特産物や経営状況､市場の分析。 
地域＆資源としての“自立性”、“競合性”、“提携の可能性”などを徹底的に調査。 

 

２．当該地域の社会・経済の状況を、周辺地域および類似地域と比較しながら

徹底分析する ⇒ 地域の「発展可能性」を見い出す 
○ 国の各省庁、都道府県、自治体、民間統計会社 等が出す、ありとあらゆる統計書

を入手・駆使。当該地域の問題点や課題、“この地域にしかない”“将来的にポテン

シャル(可能性)となり得る”資源（＝産業、文化、組織、環境…）を抽出。 
 
○ １・２のワークをすれば、抽出された資源の「戦略的な使い道」や攻めるべき「市

場＆ターゲット」は自ずと見えてくる。 
 
 

３．徒歩での現場調査 ⇒ 全国的視野を持つ“目利き”を使う 

○ １や２のワーク結果が実態としてどうなっているかを、目や耳で確認。 
 
○ グローバル＆全国的な“目”で、モノや空間やヒトや値段や味覚や･･･を概観。 

資源の使い方の工夫、新しい資源の創出の可能性、直すべき点を徹底的に洗い出す。 
 

４．関係者の声（＝意見､アイデア､不満､夢…）を聴く ⇒ 『誰が実行者か』 

○ 実際に事業に携わる関係者や「携わりたい」との意向がある人たちの声を広く詳細

に聴く。地域や組織の会合では、拾い切れていない声が少なくない。 
 
○ 実際に汗を流す人材か、「言いっ放し」の意見かをチェック。将来的に地域を担っ

ていくプロデュース力を有する人材、協調的に新しいチャレンジができる人材 等
の見極め（「新しい一歩」のための人材の一本釣り）。 

 
○ 関係者の課題の共有を図り、協業、起業、提携・分担の可能性を議論・実践する。 

 




